様式第３号（第５条関係）

誓約書
公益財団法人くれ産業振興センター

理事長　殿

　私、　　　　　　　　　　　　は、公益財団法人くれ産業振興センター脱炭素技術等事業化可能性調査補助金の交付申請に際し、当法人、当法人の代表者及び役員が、下記の事項に該当しないことを誓約します。

なお、当該事項の確認を行うため、理事長が必要とする場合は、交付申請書に記載の個人情報に基づき、広島県警察本部へ照会することについて承諾します。

　また、補助事業採択後においても当該事項が事実に反した場合は、当該交付決定の全部又は一部が取り消されることがあることを承諾し、当該取り消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、その全額を返還します。

記
(1) 暴  力  団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

(2) 暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

(3) 暴力団員等　暴力団員及び現に広島県暴力団排除条例（平成22年広島県条例第37号）第19条第３項の規定による公表が行われている者をいう。

　

　　令和　　年　　月　　日
住　　所　　〒
(法人は所在地)　　
　　　　　　　　　
申請者氏名　　
(法人は名称及び代表者氏名)　 　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（記載例）
様式第３号（第５条関係）

誓約書
公益財団法人くれ産業振興センター

理事長　殿

　私、　株式会社くれ産業振興センター　　は、公益財団法人くれ産業振興センター脱炭素技術等事業化可能性調査補助金の交付申請に際し、当法人、当法人の代表者及び役員が、下記の事項に該当しないことを誓約します。

なお、当該事項の確認を行うため、理事長が必要とする場合は、交付申請書に記載の個人情報に基づき、広島県警察本部へ照会することについて承諾します。

　また、補助事業採択後においても当該事項が事実に反した場合は、当該交付決定の全部又は一部が取り消されることがあることを承諾し、当該取り消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、その全額を返還します。

記

(1) 暴  力  団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

(2) 暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

(3) 暴力団員等　暴力団員及び現に広島県暴力団排除条例（平成22年広島県条例第37号）第19条第３項の規定による公表が行われている者をいう。

　


　　令和　　年　　月　　日
住　　所　　〒７３７－０００４
(法人は所在地)　　呉市阿賀南２－１０－１
　　　　　　　　　株式会社くれ産業振興センター
申請者氏名　　代表取締役　○○　○○　
(法人は名称及び代表者氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者欄には


役職及び氏名をご記載ください。








